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 ─ 日本 NPO センターへの派遣事例について ─ 
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1.　はじめに
本稿は、行政 （1） と NPO との協働に関して、研修派遣という手段を通して行政が
NPO の実態を理解していく過程についての考察を行うことを目的とするものである。
行政と NPO が今以上に協力関係を深めていくためには、それぞれの立場からの相互
理解が重要な要素になると考えられ、行政と NPO 間における連携は、1998 年に特定
非営利活動促進法が施行されて以降、様々な実践が行われてきたところである。
中でも、首長の命を受けた地方自治体職員が NPO に派遣されるという行為は、それ
が組織構成の核である人材のやり取りである以上、派遣元の自治体に相応のメリット
が存在し得るはずであるという仮説に基づいた上で、本調査を行ったものである。
2.　調査の概要
本調査においては、日本 NPO センター （2） へ派遣された地方自治体職員 17 名と「市
民社会創造ファンド」に派遣された群馬県職員 1 名、「まちづくり情報センターかなが
わ」に派遣された我孫子市職員 1 名に対して、インタビュー調査及び 2 回のサーベイ
調査を行う形式を採用した。
派遣元自治体の内訳は千葉県 3 名、愛知県 3 名、群馬県 3 名、鳥取県 2 名、高知県
2 名、香川県 2 名、宮城県 1 名、石川県 1 名、柏市 1 名、我孫子市 1 名となっている。
また、鳥取県については県内の NPO や民間企業関係者へのインタビュー調査も行
い、NPO や民間企業から見た協働の推進に関する考察も、あわせて行ったものである。
なお、本調査における各種数値については統計学的な処理に基づいて行われたもの
ではなく、ここで扱われるデータ及び調査結果については、あくまで研修生の心象に
基づく参考値としての位置づけであることを予め記載しておく。
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3.　日本 NPOセンター研修生に対する調査結果
日本 NPO センターには 1999 年度から 2013 年度にかけて、断続的に 26 名の地方自
治体職員が研修生として派遣されている。
第 1 回サーベイ調査対象者の内訳は県庁職員 17 名、市職員 2 名であり、男女比は男
性 14 名、女性 5 名である。
第 1 回サーベイ調査は平成 24 年 10 月から平成 25 年 5 月にかけて、上記 19 名に対
して幾つかの質問を行ったものであるが、本稿においては誌面の都合上、その抜粋を
掲載する。
なお、質問文において日本 NPO センターとの表記がある部分については、市民社会
創造ファンド及びまちづくり情報センターかながわへの派遣者各 1 名においては、そ
れぞれ団体名の部分を差し替えたサーベイ調査の様式を送付しているものである。
第 1 回サーベイ調査の結果は、下記のとおりである。
まず、「日本 NPO センターへの派遣は、ご自身にとって意義のある経験だったと思
いますか？」という質問に対しては、調査回答者全員が「はい」と回答しており、日
本 NPO センターも含めた NPO への研修派遣は、各研修生の個人的な心象というレベ
ルにおいて、有意義な経験であったことが推察される（図 1）。
続いて、「日本 NPO センターでの経験は、現在の仕事に役立っていると思います
か？」という質問に対しては、回答者の約 95％が、NPO への派遣経験が現在の仕事
に役立っていると回答している（図 2）。回答者の派遣されていた期間が 2001 年から
2009 年と 10 年近い開きがあるにも関わらず肯定的な回答が多かったことは、NPO で
経験した事柄が一過性のものではなく、本人の習慣や継続的なものとして各研修生の
内部に蓄積されている結果であると考えられる。
また、「派遣期間中に築いた人脈は、現在も続いて（役立って）いますか？」という
質問に対しては、回答者の約 74％が「はい」と回答しており、「人脈」が行政として
の職務だけではなく、個人として NPO 活動等を行う際に役立っているとの回答も多く
見られた（図 3）。
次に、第 1 回サーベイ調査回答者に対して第 2 回サーベイ調査の用紙を配付し、そ
のうちの 16 名から回答を得ることができた。
図 1　日本 NPOセンターへの派遣は、ご自身にとって意義のある経験だったと思います
か？
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第 2 回サーベイ調査は、各研修生における質的変化の数値化を行う作業を試みたも
のであり、調査に際してはリクルートワークス研究所が作成した「基礎力」 （3） に関する
分類表の概念を一部使用している。この「基礎力」という概念は「業種や職種を超え
て、すべての職場で必要とされる力」（辰巳：2006、124）であり、派遣の効果を数値化
する上でも適しているとの考えの下、その概念を一部引用したものである。
この「基礎力」を基に、日本 NPO センター研修生に適した指標とすべく、いくつか
の変更を加え、以下の項目を作成した。
① 「他者」の立場を理解しようとする姿勢（※ここで述べる他者とは、NPO や地域
住民、上司や同僚等を意味する。）⇒「親和力」
②目標に向けて、他者と協力的に仕事を進める能力⇒「協働力」
③ 役所内外における人間関係の構築及び維持向上に向けた行動力⇒「ネットワーク
力」
④  NPO の社会的役割や NPO という組織の実態に関する理解度⇒「NPO に対する理
解力」
⑤勤務外での私的な関わりを含む、NPO との関係性⇒「行動持続力」
⑥職務における課題（ミッション）の明確化⇒「課題発見力」
⑦課題の解決に向けて、「動きながら考える」行動力⇒「実践力」
⑧ いわゆる「行政的な考え方」や「前例」にとらわれない発想の有無⇒「創造的思
考力」
図 2　日本 NPOセンターでの経験は、現在の仕事に役立っていると思いますか？
※日本 NPO センター以外への派遣職員の回答（はい：2）
図 3　派遣期間中に築いた人脈は、現在も続いて（役立って）いますか？
※日本 NPO センター以外への派遣職員の回答（はい：1、いいえ：1）
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また、第 2 回サーベイ調査においては研修派遣がもたらす効果の持続性を測るため、
派遣された年度に基づき前期 9 名（平成 13 年度から平成 17 年度）と後期 7 名（平成
18 年度から平成 21 年度）に便宜的な分類を行った上で、調査結果の分析を行った。
日本 NPO センターへの派遣開始初日の数値を「2」とした場合、派遣終了時（派遣最
終日）及び現在（本アンケート回答時）における各項目の数値がどの程度になるかを
尋ねたものであり、最低の「0」から最高の「6」まで 1 刻みの数値で回答を求めたも
のである。
その結果は、図 4 及び図 5 のとおりであった。
派遣年度前期における派遣前の研修生における数値を 18（2× 9 名）とした際の調
査結果が、図 4 となる。
派遣前期における研修生の傾向としては、派遣終了時から現在までにおける⑤行動
持続力の低下が著しく見られた。これはサーベイ調査実施時において派遣から 7 年～
11 年が経過していることにより、日本 NPO センターでの研修時に培われた NPO との
関わりが時間の経過と共に薄れる傾向があることが推察される。
一方、それ以外の項目については年数の経過にも関わらず、数値の維持もしくは上
昇傾向にあるものが多く見られ、各数値の変化を鑑みると、NPO への派遣の効果は経
年劣化があまり生じないことがうかがえる。
一方、派遣後期における回答では、図 5 のような傾向が見られた。
派遣前の研修生における数値を 14（2× 7 名）とした際の調査結果が、図 5 となる。
派遣後期における研修生の傾向としては、③ネットワーク力、⑤行動持続力、⑧創
造的思考力において、NPO での派遣終了時点からサーベイ調査実施時点までの間にお
いて、若干の低下傾向が見られた。
図 4　派遣前期における研修生の傾向（平成 13 年度から平成 17 年度）
派遣前 派遣終了時 現在
①親和力 18 34 37
②協働力 18 32 35
③ネットワーク力 18 35 37
④ NPO に対する理解力 18 44 43
⑤行動持続力 18 37 29
⑥課題発見力 18 35 35
⑦実践力 18 30 31
⑧創造的思考力 18 36 34
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ただ、数値の減少幅については派遣前期の研修生と比較すると全体的に緩やかな傾
向がみられ、特に⑤行動持続力の減少については、派遣前期においては 21％以上の落
ち込みが見られたのに対し、派遣後期においては 11.5％の減少と、派遣前期のグルー
プに比べて減少率が約半分に留まっていることが見てとれる。
勤務外での私的な関わりを含む NPO との関係性については、研修生は日本 NPO セ
ンターへの派遣終了と同時に、各地方自治体における NPO 関連部署への異動が決まっ
ているため、当該部署においては NPO との関係性を職務上も継続することが可能と
なっている。
だが、その後の人事異動に伴い NPO 関連部署からの異動が行われると、職務及び職
務外における NPO との関わりは、時間の経過と共に低下傾向になることが推測される。
それでは、派遣期間中にこの様な変化を経た研修生が、実際の職務に従事する地方
自治体を取り巻く協働の現状は、どの様なものなのであろうか。
この点について、日本 NPO センターへ平成 25 年度までに合計 3 名の職員派遣を
行っている鳥取県を事例として、関係者に対するインタビュー調査を行った。
4.　鳥取県における協働の現状
574,250 人（平成 26 年 9 月 1 日現在）の推計人口を有する鳥取県は、鳥取砂丘や大
山を有し、山陰海岸ジオパークの一角を形成する地理的特色を持つ県である。人口の
大きさとしては、東京 23 区の杉並区（約 55 万人）とほぼ同程度の規模となっている。
鳥取県では、「鳥取力」という概念を用いて協働の推進を行っている。鳥取県未来づ
図 5　派遣後期における研修生の傾向（平成 18 年度から平成 21 年度）
派遣前 派遣終了時 現在
①親和力 14 25 26
②協働力 14 26 28
③ネットワーク力 14 24 22
④ NPO に対する理解力 14 27 32
⑤行動持続力 14 26 23
⑥課題発見力 14 27 29
⑦実践力 14 24 26
⑧創造的思考力 14 27 26
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くり推進局鳥取力創造課の定義によれば、「鳥取力」とは県内の人材や地域資源を「顔
が見えるネットワーク」でつなげることにより、鳥取ならではの魅力や可能性を最大
限に発揮する力であると定義している。
この点について、鳥取力創造課長の松岡隆広は、次の様に述べている。
・鳥取県庁と NPO の関係性から述べれば、「パートナーの相手方である」という意
識は出てきていると思っています。10 年前は、それほど NPO を意識することはな
かったですが、今は本当に色々な場面で活躍されている NPO が出てきて、実際に
行政の中で補助金を出したりする時でも、お付き合いすることが増えてきています。
鳥取方式の芝生化 （4） もそうですし、若桜の隼駅 （5） の事例もあります。こういう小さ
な事例を積み重ねる事で何が一番変わるかというと、我々（行政）の意識も変わっ
ていくと思うのですが、やっぱり住民の方の意識なんですよね。一つの地域がやり
始めると、周りに刺激されて「うちの地域もやってみよう」となりますし、それが
グループになっていったりしますから。（松岡）
鳥取県が推進する「鳥取力」という概念の強みは、そのハードルの低さにあると考
えられる。普段なにげなく行っていることも立派な地域における活動の一つなのだと
いう、ある種の気付きを与えることにより、今まで続けてきた活動やこれから始めよ
うとしている活動が立派な「鳥取力」であることを住民に伝えているのである。
行政が協働という言葉を振りかざすのではなく、「その活動も鳥取力ですよ」と柔ら
かに伝える手法は、行政が住民との協働を模索する上で、一つの有益なアプローチで
あると考えられる。
そして実際に協働を推進する段階においては、協働をコーディネートする行政職員
の存在及び育成が、極めて重要なものとなっている。
だが、行政が行う協働のコーディネートに対して、当の NPO や地域社会はどの様な
思いを有しているのであろうか。
この点について、コミュニティ FM という立場から鳥取における日々の変遷を見つ
めている FM 鳥取取締役局長である中原秀樹、及びアナウンサーの山下弥生は、現状
について次のように述べている。
・本当に根本の部分を理解しながら活動を行っている方々は、目立つ事をあまりし
ないと思います。メディア等に大々的に出てこなくても、堅実に成功している事例
はたくさんありますから。突飛な事で行政やメディアに対して目立つ行動をするの
ではなく、まともに、真面目に活動している人達が表に出てくることは少ない。行
政はもっと、そういう人達を探す努力をしないといけないのに、そういう「探す眼」
を持っている人間が、残念ながら今の行政には少ないと思う。（山下）
・（行政の）担当が 3 年で代わるようでは、あまり期待はできないのではないでしょ
うか。常に年度で事業が動いて、翌年に資金を持ち越すことができないと特化も難
しくなる。課としての特化はできるけど、事業のプロデューサーや判定を行う人間
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がいないから、どうしても総花的な事業になってしまう。でも、目利きの人間を作
るのは、2 年や 3 年程度では、できるものでもない。（中原）
地方自治体内部における人事異動は、個々の職員において 3 年から 4 年程度の周期
で行われるのが一般的である。
人事異動のメリットとして、石川は人材フロー・マネジメントという概念を用いな
がら、日本の組織は欧米の組織と比べ、職能分野の変更を伴う異動を積極的に行って
いると述べている。異動の効果としては、複数職能の開発、組織内コミュニケーショ
ンの活性化、適性のある職能分野への配置、惰性的な職務遂行の防止等が挙げられる
が、一方で職員の専門性が損なわれたり、現場に過度の育成コストが発生することが
デメリットとして指摘されているところである。（石川：2002、75）
中原や山下が述べているように、行政の立場から協働のコーディネートを行うため
には、現在の職員異動のサイクルでは、専門性の高い職員の育成を行うという点にお
いて、若干の不安が残ることも事実であろう。
なぜなら、いわゆる「目効き」やコーディネート能力の高い職員を育成するために
は、相応の訓練と中・長期的な時間軸が必要となるからである。
この様な現状に対して、NPO 側はどの様な思いを持って活動を行っているのであろ
うか。その一つの事例として、特定非営利活動法人「学生人材バンク」の例を挙げて
みたい。
学生人材バンクは、鳥取県において学生に対する社会参画や地域おこしに関する事
業を行い、学生の成長や地域の発展に寄与することを目的として設立された NPO であ
る（学生人材バンク HP （6） より）。活動内容としては、鳥取県農林水産部耕地課事業農
山村ボランティア事業としての「農村 16 きっぷ」 （7） や「「花咲く」プロジェクト」 （8）、
「柿ドロボー」 （9） など、農山村ボランティアから様々に発展した、個性豊かな事業を
行っている団体である。
学生人材バンク代表の田中玄洋は、現状について次の様に述べている。
・NPO としては、職員の異動に伴って行政の説明やルールが変わるのが、一番困惑
します。NPO 側は担当者との毎年の積み重ねが信頼関係の構築に重要だと思ってい
て、お互いに良いルールとは何かを考えながら業務を行っているのに、後任者になっ
たら「そんな話は聞いていません」となりますから。地域課題が難しいモノや複雑
なものを扱っている場合、活動や団体を認知してもらうまでには時間がかかります。
お互いに情報を腑に落とすのに 1 年、一緒に組み立てるのに 1 年、発展的な予算を
獲得するのに 1 年かけて、これから一緒に事業をしようと言う時に、異動になるわ
けです。一般的な業務はマニュアル化できると思いますが、異動が頻繁に起こると、
行政側に業務の蓄積がなくなってしまう。そうすると、仕事として進まなくなって
いく。（田中）
岩切は行政と NPO との協働に関する課題の一つとして、協働をコーディネートする
人材の育成を挙げている。この課題に対する施策としては、行政職員の意識改革や協
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働マニュアルの整備、協働担当課の設置等が行われることが多いが、最も重要なこと
は、行政職員が NPO の意見に耳を傾ける姿勢であると指摘している。（岩切：2006、
309）
・行政側の異動というシステムをなるべく減らして、その業務に向いている職員が
ネットワークを積み重ねていけるようにして欲しい。やはり行政が中心となって、
様々な所をつないでいく仕事をしてもらえば、（鳥取県への）移住事業も含めて連携
も上手くいくと思う。能力は高いですし、若手の職員で頑張っておられる方も多く
います。その人達をきちんと評価しながら、NPO に近い部署に異動させたり、財政
の様な中枢の部署に異動しながら、また NPO 関連部署に戻ってくる様な人事になれ
ば、行政がコーディネートする責任を持てるような体制になると思います。そうす
れば NPO は、コーディネートではなくて技術供与であるとか、民間では困難なボラ
ンタリー性を活かして業務を行うとか、特定の個人の為の活動にならざるを得ない
様な、行政が本来行いにくい部分を委託や補助という形式で行うという方法を取る
ことができる。（田中）
協働を進めるにあたり、行政職員全員が一定レベルの協働に関する知識を得るに越
したことはないのであるが、それ以上に重要なことは、協働に「精通した」職員をい
かに育成し、その職員が地方自治体内部の様々な部署に存在しているかであろう。
自治体組織内外の様々な主体が協働し、独自の新しい価値を生み出すためには、地
域にこそ智恵がなければならない。その地域にある智恵を、地域が主体となって活か
していくためにも、コーディネートの核となる地方自治体職員の育成は極めて重要で
ある。
岩切は協働の進め方において、行政と NPO が相互理解を深めるためにはコーディ
ネートが必要であり、行政側が協働について十分な理解をし、NPO との対話をする姿
勢を持つことが重要であるとも述べている。（岩切：2006、307）
鳥取県では平成 26 年度までに、合計 3 名の職員を日本 NPO センターへ派遣してい
る。日本 NPO センターには現在までに合計 12 の地方自治体が職員派遣を行っている
が、一定の間隔を経ながら 8 年間に渡り職員を派遣している自治体は他に例がなく、
鳥取県が NPO との連携や協働に精通する職員の育成を、長期的な視点で行おうとして
いることの一端をうかがうことができる。
5.　研修派遣による自治体職員の変化について
（1）複眼的視点の獲得
田尾は、行政職員として必要な資質の一つとして、「複眼的な視点」というものを挙
げている。行政職員が住民や関係団体との社会的な相互作用によってニーズを的確に
理解し、サービスを提供するには、行政の視点のみでは限界があることを述べている
ものである。（田尾：2007、116）
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協働に携わる職員の育成は、1 年や 2 年で行うことができるものではない。育成に
おいて重要なことは、いかに田尾が述べるところの「複眼的な視点」を有する職員を
長期的な観点から育成するかにかかってくるのである。
この点について、日本 NPO センターに派遣された研修生は、次の様に述べている。
・やっている内容が全然（行政と）違ってきますよね。それまで僕らは施策を考え
て実行して、補助金を出してという仕事をしてきたけれど、（研修派遣中は）実際に
現地に入って、一人一人にどう動いてもらうかという事や、動いた結果が問われる
事になった。NPO や企業は結果が悪かったら業績が悪くなるか潰れるかですから、
緊迫感の違いはあると思う。「ここまで行ったから OK」とはならない。きちんと最
後まで行って、マイナスならマイナスで、次に（何かを）つなぐ。何かを手取り足
取り教えてもらうという事ではなく、NPO の活動を一緒に行って、責任感のある仕
事を任せられるわけですよ。そういう意味では、色々な意味で良い経験になった。
（研修生 A）
日本 NPO センターでの研修期間は多少の例外はあるものの、基本的には 1 年間であ
り、他の自治体から同時に派遣されている職員も多くて 2～3 名である。各研修生は自
治体の代表としての気概を持ちながら、それぞれが行政職員として培ってきた職務経
験を基に日本 NPO センターでの研修に臨むわけであるが、今までの延長としての行動
のみでは通用しにくい部分が多々存在していたと述べる研修生も多く見られた。
・行政と比べると、日本 NPO センターの方が仕事に関する柔軟性やニーズの捉え方
が早いと感じる部分が多かったです。行政は年度の仕組み一つとってもそうなので
すが、仕事が仕組みとして既に構築されている部分が多くなる。でも、日本 NPO セ
ンターの場合は社会のニーズをすぐに仕事につなげていく側面がありました。（研修
生 B）
・日本 NPO センターでは、「誰のために」や「何のために」行っている仕事なのか
という事を、強く意識されていました。それは仕事を行う上で当たり前の事ではあ
るのですが、行政にいると手段が目的化する傾向があって、改めて眼を開かされた
部分があり、それは現在の自分の業務にも生きています。（研修生 C）
この様に、各研修生は今まで行ってきた行政組織における仕事への取組み姿勢を改
めて問われることになった。「自分ならどう思うのか」、「何をするのか」、そして「誰
のため、何のための仕事なのか」ということを日々問われながら、日本 NPO センター
における研修を行っていたのである。つまり職務を行うにあたり、まず最初に求めら
れる物事に対する姿勢というものを、研修中は常に問われていたと考えられる。
田尾が述べているように、予算と仕事が既に存在している行政組織と、日本 NPO セ
ンターでの仕事を比較すると、日本 NPO センターの眼前には、まず「解決すべき問題
（ミッション）」があり、その課題を解決するための方法を考えていくという順序立て
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になっていたことが推察される。
（2）他者に対する姿勢の変化
日本 NPO センターへの派遣を通して、研修生は NPO への理解を深めるという当初
の目的に加えて、「地方自治体の外環境」（田尾：2007、117）である住民に対する理解
や共感についても増幅したと推察される。
・一番大きいのは「考え方」ですね。あと、日本 NPO センターに適合したなと思っ
た瞬間は、「役所を客観的に見ることができた」時です。それは逆に言えば、NPO の
立場で仕事を行うことができるようになった事だと思うんです。自分の姿を客観的に
見ることができたその時に、NPO の人達の行動原理が分かるようになったのかなと。
それは非常に貴重な体験だったと思います。これは NPO への研修に限らず、企業へ
の研修でも良いのだけれど、自分の事を客観視することはなかなか難しいですよね。
どうしても役所の中にいると。組織のロジックなり、組織としてのやりたい方向性の
様なものでどうしても働いていて、自分もそういうものだと思い込んでいるので。だ
から「客観的に見ることができる」というのは、とても貴重な経験だった。（研修生
D）
・NPO に一年間身を置いた経験は非常に貴重なものであって、行政の職員として
NPO と寄り添う気持ちであるとか、NPO という相手方の気持ちに立てる状態が自
分の中にあるわけですから、それを行政の仕事に生かしていけるのではないかと。
結局、最後は人にかかってくるわけですから、自分が県庁内の様々な部署で仕事を
行っていく中で、研修で学んだ事を生かすべきだと思っています。（研修生 E）
これらの発言からも推察されるように、研修生が獲得した共感や他者への理解の深ま
りというものは、心理学でいうところの「アサーションの関係」であると考えられる。
アサーション（assertion）とは、自分の意見や信条、「こうしたい」という気持ちを
自らの心に偽ることなく、相手に対して適切に表現するコミュニケーション手法の一
つである。
ウオルピ（Wolpe、J）とラザラス（Lazarus、A.A.）が基礎を築いたアサーションと
いう思考方法では、人間関係においてアサーティブ（assertive）な態度というものが
重視されている。（安藤：2002、80）
自分には自分が置かれている立場があるように、相手にも相手が置かれている立場
というものが存在する。その当たり前の事実を認識し、相手への配慮という形に結び
つけて物事を考えることができるかどうかが、問われているのである。
つまり、自分のことを第一に考えはするが、他者が有している自らとは異なる意見
や信条、行動様式等にも十分な配慮を示す対人関係のことであり、言い換えると、自
分の権利は守るが相手の権利も侵さないという相互尊重のコミュニケーションなので
ある。
そして、自分と相手方にはそれぞれの権利があり、そこに葛藤が生じるのは当然と
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考えた上で、葛藤解決のために互いの歩み寄りの方策を探っていくのである。
これは、NPO と行政の関係性を考える上においても、行政と住民の関係性を考える意
味においても極めて重要な概念であり、各研修生はこのアサーションという他者承認の
考え方を、日本 NPO センターへの派遣を通じて得ていったと考えられるのである。
6.　研修派遣の総括
（1）他者との関係性
研修生に複眼的思考が現れた結果として、そこに生まれたものとは、一体何なので
あろうか。それは恐らく、相手の立場を理解した上での「ひと言」であると考えられ
る。
行政から NPO へ、行政から住民へ、上司から部下、部下から上司等、私達の社会で
は、日々無数の言葉が生まれ、人と人の間を飛び交っている。
その様な状況の中で、私達は相手の立場を慮
おもんばか
った言葉というものを、一日に何度発
することができているであろうか。
その様な言葉を発するためには、まずは相手の立場を理解し、自分の立ち位置を理
解し、周囲の状況を把握する必要がある。
・地域の NPO の方々とセミナー等で一緒に働く際は、進め方などが行政のスピー
ド感とは全然違いました。夜中の 3 時 4 時にメールが飛び交うような世界を体感し
ていたので、そういう気遣いというか、配慮ができるというか、「大変なんだな」と
（相手を）思いやれるようになりました。（研修生 F）
・日本 NPO センターへの派遣は、すごく良い研修だと僕は思います。色々な意味で
ね。良いことばかりではないけれど、辛いことだとか、分かり合えないことを経験
することが、すごく良いことだと思う。行政と NPO は、結局は分かり合えない部分
もあるけれど、意見が一致する所は一致する。（研修生 G）
この様に、立場を変えて視点を変えることの重要性、その結果として相手の置かれ
ている状況が想像しやすくなり、その上で発する言葉だからこそ、相手の心に響き、
相互理解を育むことができるのではないだろうか。
日本 NPO センターの研修生は、各種調査を見る限りにおいて、これらの訓練を無意
識のうちに行い、現在も行政組織において実践していると推察される。
相手の立場を察して言葉を選ぶという心の機微のやりとりを、コミュニケーション
の中に織り込んでいけるかどうかが、これからの協働を考察する上では重要な要素と
なると考えられる。
その結果として、相手の立場を考えるという一瞬のプロセスを経て発せられる言葉
の蓄積というものが、NPO と行政の関係性を変えていくためのきっかけになるのでは
ないだろうか。
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（2）地域の一員として
当たり前のことではあるが、行政職員は一歩職場を離れれば地域の構成員であり、
家族の中の一員となる。
行政職員が地域の課題を解決するための自治体という組織に所属している以上、そ
の課題を解決するための前提として、そもそも「何が課題であるのか」を見定める眼
を養う必要が生じる。
鈴木によれば、社会や地域に公共性をもたらすものとして、社会関係資本（social 
capital）という考え方があり、社会関係資本は信頼やつきあいの濃さ、つまり人では
なく、人と人とのつながりに関する概念であると述べている。信頼やつきあいといっ
た社会関係資本と呼ばれる資本を蓄積している社会や地域、組織、集団に所属するメ
ンバーあるいは個人は、その資本を蓄積していない社会や地域、組織、集団に関する
メンバーあるいは個人よりも、多くの便益を得ることができるということである。（鈴
木 2013：83）
・大切なことは、行政職員が地域をどれだけ自分の問題として意識しているかだと
思います。私は NPO に行って初めて、地域というものが分かり始めました。派遣に
行く前までは、地域を意識しなくても、特段普段の生活に支障はありませんでした
ので、意識したことはありませんでした。ですが、NPO に行ったことによって、地
域というものがいかに大切なものか、人が生きていくためには地域や人のつながり、
支えあうことが重要なのだと分かってきました。でも実際は、そういう当たり前の
ことすら気が付いていない人が多い。そういう事を考えるようになるためには、人
生の中で何らかの形で「地域と関わる経験」が必要だと思うのです。行政の中に籠っ
て一生懸命仕事をするだけでは、どうしても地域の実情を我が身の事として知る機
会を持ちにくくなってしまう。（研修生 H）
・行政は自分の組織の中で全てを持っているので、完結できる部分があります。今
は協働という視点があるので、必ずしも完結型ではないのかもしれませんが。NPO
は自分の組織だけでは限界があるので、常に協力者が外にいるんですよ。その部分
の違いですかね。どんな事業を行うにしても、必ず外部の人達と仕事をするので、
その部分も組織として捉えるのであれば、NPO はかなり大きな組織かもしれません。
行政は人数が足りてしまっているが故に、人間関係を広げようとしないところがあ
ると思います。でも、日本 NPO センターは「どれだけ外部の人達を巻き込んでいく
か」、「どれだけ多くの人と関われるか」というのを常に考えている部分があります。
そこが行政との一番の違いかもしれません。（研修生 I）
・一年間センターに行ってから帰ってきて、改めて県民の市民活動に対する意識の
高さに気付かされました。センターでは、市民活動の相談業務にも携わっていまし
たし、戻ってきてからは NPO を運営している現場の方達やこれから立ち上げようと
考えている方達の状況を知りましたので、その両方を知ることができてよかったと
思っています。日本 NPO センターにいた時に「市民活動はどうなっていくべきか」
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という議論を皆でしていましたので、それを知ってから県庁に戻ってきて、地元の
市民活動を立ち上げようとしている方々の相談にのっているわけですから。相談を
単なる手続きとして行うのではなくて、「この人達はどうしたいのか」や「市民活動
はどうあるべきか」という事に対する「自分なりの考え方」を持つことができたと
思っています。そのための材料は、研修に行っている間にたくさん得ることができ
ましたので。（研修生 J）
行政としての解決すべき地域の課題というものは、行政の視点からのみ見ようとし
ていては、決して捉えることはできないものである。
行政組織としての視点に加えて、地域の一員としての視点、家族の一員としての視
点が重層的に一人の人間に内在しているからこそ、真の課題が何かを把握することが
できるのである。
行政の一員としての視点からは見えない課題というものが地域にはあり、一方で地
域の一員としてだけでは見えない課題というものも、また存在している。
そうであるならば、様々な視点を自らの内部に築いた上で、色々な立場で様々な場
所に行き、見聞を広め、より多角的な視点で社会を観察することこそが、社会の課題
を解決するために有効な手段の一つであり、日本 NPO センターへの研修は、そのきっ
かけとして十分に機能していたと考えられるのである。
本調査は、日本 NPO センター等の限られた NPO と行政間における派遣事例に関す
るものであり、量的研究としての要素を有するものではないが、今後の NPO と行政の
関係性を考察する上での、一つの示唆になりうると考えているものであり、今後も継
続的な調査・研究を行っていく予定である。
■註
（1） 基本的には日本 NPO センターへ職員を派遣した経験のある自治体を含めた地方公共団体
を指すが、広義の意味においては、中央省庁を始めとする国の機関も包括する意味合いに
おいて使用する。
（2） 日本 NPO センターは、1996 年に設立された NPO であり、2013 年度までに地方自治体職
員 26 名を研修生として受け入れている。
（3） 「対人基礎力」、「対自己基礎力」、「対課題基礎力」、「処理力」、「思考力」によって構成さ
れている。
（4） 芝生の用途に応じて最適な施工法を選択することで、低コストでの維持が可能となる管理
方式。
（5） 若桜鉄道の隼駅と同名のバイクがあることから、ライダー同士が 8 月 8 日に集まるイベン
トがきっかけとなり、地域行事へと発展した。
（6） http://i-site.jinzaibank.net
（7） 鳥取県全域の集落に学生ボランティアを派遣し、稲刈りなどの農作業や、農業用水路清掃、
水路柵作りなどに取り組む活動。
（8） 八頭郡智頭町にある中島集落において行われる、地域住民との交流を図る体験型プログラ
ム。農山村に関心のある学生に対して、定期的に農村体験交流を行うもの。
（9） 集落で放置されている柿目当てにクマが来るため、鳥獣対策として始まった柿もぎボラン
ティア。
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